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台湾の世界保健機関及び国際民間航空機関へのオブザーバー参加を 

支持すること等を求める意見書 

 

新型コロナウイルスの感染による「ＣＯＶＩＤ -19」の発症は日々拡大してい

ます。世界保健機関（以下「ＷＨＯ」といいます。）は，公衆衛生上の緊急事態

を宣言しました。ＷＨＯ事務局長は「世界全体に非常に重大な脅威」だとし，ワ

クチンの用意は１年半以内に整うと発表しましたが，ワクチンが整うまでの間も

人々は国境を越えて往来し，ボーダーレス化した現代においては各国の連携は必

須です。その連携においては決して地理的空白を発生させてはなりません。しか

し， 2,300万人の人口を抱える台湾は，ＷＨＯ等に参加できておらず，まさに地

理的空白となっています。かつて台湾では，平成15年にＳＡＲＳが流行した際，

非加盟国であることを理由にＷＨＯから防疫情報を随時得ることができず，医療

従事者を含む多くの人々がＳＡＲＳ感染によって死亡しました。 

ＷＨＯの世界保健機関憲章は，「この憲章の当事国は、国際連合憲章に従い、

次の諸原則がすべての人民の幸福と円満な関係と安全の基礎であることを宣言す

る。」「到達しうる最高基準の健康を享有することは、人種、宗教、政治的信念

又は経済的若しくは社会的条件の差別なしに万人の有する基本的権利の一である。

すべての人民の健康は、平和と安全を達成する基礎であり、個人と国家の完全な

協力に依存する。」と掲げています。 

各宛て  



現在，台湾における在留日本人は２万人を超え，日本と台湾の間を往来する旅

客は昨年年間延べ 710万人を超えています。また神戸市においても，多くの台湾

人観光客やビジネスマンが訪問し，多くの台湾人が在住しています。このように

台湾は，航路，金融，観光，商業，貿易などのハブであり，台湾を離着陸又は経

由する旅客は 6,900万人近く存在することを踏まえれば，ＷＨＯや国際民間航空

機関（ＩＣＡＯ）を始めとする国際機関に台湾が参加できないことは，日本だけ

でなく全世界の人々の健康を脅かしかねません。 

よって，国におかれては，国際社会の平和的な発展と安定の実現のため，台湾

がＷＨＯ及び国際民間航空機関（ＩＣＡＯ）へオブザーバー参加することを支持

し，参加に向けて協力するよう強く要望します。 

以上，地方自治法第99条の規定により意見書を提出します。 

 


